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ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和5年6月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．6月単月
　　請負金額が微増

（金額単位：億円）

　

令和5年度 令和4年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比＋3.5％の14,885件、請負金額
が＋0.2％の9,353億円となった。

件　数 14,885 14,383 502 3.5%

請負金額 9,353 9,335 18 0.2%

保証金額 3,650 3,441 208 6.1%
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　２．4月～6月累計
　　請負金額が若干の増加

（金額単位：億円）

増減率

4.4%

2.9%

令和5年度

34,704

27,866

令和4年度

33,235

27,067

10,316 4.4%

増　　減

1,469

798

件　数

請負金額

　６月までの取扱は、件数が前年同期比＋4.4％の34,704件、請負
金額が＋2.9％の2兆7,866億円となっている。

保証金額 10,774 458
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Ⅱ．発注者別状況

　１．6月単月
　　国で２桁の増加

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和5年度 令和4年度

6

（Ａ） 国
　環境省などで減少したものの、国土交通省などで増加した。
　国土交通省は関東地方整備局（＋１９８億円）などで増加した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　
　都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで増加したものの、中日本高速道路㈱などで減少した。

（Ｃ）都道府県

　愛知、秋田などで減少したものの、東京などで増加した。
（Ｄ）市区町村

　福島、愛知などで増加したものの、埼玉などで減少した。
　埼玉は川口市（－４７８億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社

　東京都住宅供給公社などで増加した。
（Ｆ）その他

　東京二十三区清掃一部事務組合などで減少した。

地 方 公 社 163 114 48 42.5%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 2,348 2,302

中日本高速（-182）

東京（236）

埼玉（-431）

都市再生機構（57）

鉄道・運輸機構（48）

45 秋田（-65）

福島（90） 愛知（60）

愛知（-74）

東京都住宅供給公社（32）

東京二十三区清掃組合（-91）そ   の   他 292 461 -169 -36.7%

9,353 9,335 18 0.2%

　その他で著しい減少、独立行政法人等で低調、市区町村で微減となったものの、地方公社で著しい増加、国
で２桁の増加、都道府県でも若干の増加となったため、全体としても＋0.2％の増加となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

国土交通省（282） 環境省（-139）

3,989 4,044 -54

2.0%
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-6.6%

請 負 金 額
増減額 増減率

841 901 -59

国 1,718 1,511 207 13.7%
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都道府県 2,302
（24.7%）

都道府県 2,348
（25.1%）

独法 901（9.7%） 独法 841（9.0%）

国 1,511（16.2%） 国 1,718（18.4%）
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　２．4月～6月累計
　　国で順調な増加

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和5年度 令和4年度

東京（175） 愛知（132） 6

群馬（76） 静岡（54）

（Ａ） 国
　環境省などで減少しているものの、国土交通省などで増加している。
　国土交通省は関東地方整備局（＋３４０億円）などで増加している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　東日本高速道路㈱などで増加しているものの、
　鉄道建設・運輸施設整備支援機構、水資源機構などで減少している。
（Ｃ）都道府県
　岐阜などで減少しているものの、埼玉、東京などで増加している。

（Ｄ）市区町村
　埼玉などで減少しているものの、東京、愛知、群馬、静岡などで増加している。
　東京は葛飾区（＋１１６億円）などで、愛知は半田市（＋７６億円）などで、群馬は高崎市（＋３７億円）などで、

　静岡は静岡市（＋１７億円）などで増加している。

（Ｅ）地方公社
　（一財）川崎市まちづくり公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　西知多医療厚生組合などで増加している。

埼玉（-417）

27,067 798 2.9%

川崎市まちづくり公社（89）

　独立行政法人等で微減となったものの、地方公社で著しい増加、国で順調な増加、都道府県、その他で若
干の増加、市区町村でも微増となったため、全体としても＋2.9％の増加となっている。

合         計 27,866

そ   の   他 1,693 1,641 51 3.2% 西知多医療厚生組合（68）

地 方 公 社 481 289 191 66.0%

市 区 町 村 9,738 9,594 144 1.5%

請 負 金 額

-54 -1.3%

国土交通省（344）

東日本高速（184）

増減額 増減率 主    な   増    加

4,058 4,113

国 4,243 3,926 316 8.1%

148 2.0% 埼玉（157） 東京（121）

独 立 行 政
法 人 等

都 道 府 県 7,650 7,502 岐阜（-150）

主    な   減    少

環境省（-77）

鉄道・運輸機構（-154）

水資源機構（-73）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．6月単月
　　北陸で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和5年度 令和4年度

東   北 1,761 1,782 -20 -1.1% 秋田（34） 山形（23） 4 岩手（-74） 福島（-12） 2

関   東 4,385 4,401 -16 -0.4% 東京（317） 千葉（151） 3 埼玉（-431） 栃木（-59） 4

甲信越 894 841 52 6.2% 新潟（53） 長野（23） 2 山梨（-24） 1

北   陸 483 621 -137 -22.2% 0 石川（-82） 福井（-35） 3

東   海 1,491 1,488 2 0.2% 岐阜（35） 静岡（22） 2 愛知（-35） 三重（-20） 2

その他 337 199 137 69.1% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 9,353 9,335 18 0.2% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、山形などで増加したものの、岩手、福島で減少した。

　岩手はその他（－３３億円）などで、福島は国（－１２１億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　東京、千葉などで増加したものの、埼玉、栃木などで減少した。

　埼玉は市町村（－４３５億円）などで、栃木は独立行政法人等（－８８億円）などで減少した。
　
（Ｃ）甲信越地区

　山梨で減少したものの、新潟、長野で増加した。

　新潟は国（＋５０億円）などで、長野は独立行政法人等（＋４３億円）などで増加した。

（Ｄ）北陸地区

　全ての県で減少した。

　石川は独立行政法人等（－４３億円）などで、福井も独立行政法人等（－３５億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　愛知、三重で減少したものの、岐阜、静岡で増加した。

　岐阜は国（＋４１億円）などで、静岡は市町（＋４６億円）などで増加した。

　北陸で大幅な減少、東北、関東で微減となったものの、甲信越で堅調な増加、東海でも微増となったため、全体
としても＋0.2％の増加となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
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甲信越 841（9.0%） 甲信越 894（9.6%）

関東 4,401（47.2%） 関東 4,385（46.9%）

東北 1,782（19.1%） 東北 1,761（18.8%）

0

2,500

5,000

7,500

10,000

前年度 当年度

地区別取扱高（当月）億円

地区別増減状況（当月）億円

（ ）内は構成比

-5-



　２．4月～6月累計
　　東海で順調な増加

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和5年度 令和4年度

東   北 5,411 5,591 -179 -3.2% 秋田（57） 青森（25） 3 宮城（-146） 岩手（-136） 3

関   東 12,020 11,409 611 5.4% 東京（507） 千葉（186） 5 埼玉（-269） 神奈川（-24） 2

甲信越 2,676 2,617 58 2.2% 長野（84） 新潟（33） 2 山梨（-59） 1

北   陸 1,769 1,759 10 0.6% 富山（35） 福井（21） 2 石川（-46） 1

東   海 5,099 4,758 340 7.2% 愛知（259） 静岡（141） 3 三重（-71） 1

その他 887 931 -43 -4.7% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 27,866 27,067 798 2.9% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、青森などで増加しているものの、宮城、岩手などで減少している。

　宮城は県（－６２億円）などで、岩手も県（－７９億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　埼玉、神奈川で減少しているものの、東京、千葉などで増加している。

　東京は市区町村（＋１７９億円）などで、千葉は国（＋８１億円）などで増加している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で減少しているものの、長野、新潟で増加している。

　長野は独立行政法人等（＋１０４億円）などで、新潟は県（＋８３億円）などで増加している。

（Ｄ）北陸地区

　石川で減少しているものの、富山、福井で増加している。

　富山は独立行政法人等（＋１０７億円）などで、福井は市町（＋４８億円）などで増加している。

（Ｅ）東海地区

　三重で減少しているものの、愛知、静岡などで増加している。

　愛知は市町村（＋１３４億円）などで、静岡は県（＋６９億円）などで増加している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で若干の減少となったものの、東海で順調な増加、関東で堅調な増加、甲信越で若干の増加、北陸でも微
増となったため、全体としても＋2.9％の増加となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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その他 931（3.4%） その他 887（3.2%）

東海 4,758（17.6%） 東海 5,099（18.3%）

北陸 1,759（6.5%） 北陸 1,769（6.4%）

甲信越 2,617（9.7%） 甲信越 2,676（9.6%）

関東 11,409（42.1%）
関東 12,020（43.1%）

東北 5,591（20.7%）
東北 5,411（19.4%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和5年度
（6月単月）

令和4年度
（6月単月）

令和5年度
（4月～6月累計）

令和4年度
（4月～6月累計）

青　 　　森 216 208 8 3.9% 778 752 25 3.4%

岩　 　　手 208 283 -74 -26.5% 667 803 -136 -17.0%

宮　 　　城 298 297 0 0.3% 959 1,105 -146 -13.2%

秋　 　　田 267 233 34 14.6% 665 608 57 9.4%

山　 　　形 290 266 23 9.0% 734 736 -2 -0.3%

福　 　　島 479 491 -12 -2.5% 1,607 1,584 22 1.4%

茨　　 　城 494 426 67 15.8% 1,094 1,014 79 7.8%

栃　　 　木 199 259 -59 -23.0% 656 570 85 14.9%

群　　 　馬 209 215 -5 -2.6% 647 600 47 7.9%

埼　　 　玉 614 1,046 -431 -41.3% 1,857 2,126 -269 -12.7%

千　 　　葉 501 349 151 43.2% 1,561 1,375 186 13.6%

東　　 　京 1,597 1,279 317 24.8% 3,529 3,022 507 16.8%

神　奈　川 768 824 -56 -6.8% 2,674 2,698 -24 -0.9%

山　　 　梨 172 197 -24 -12.6% 409 468 -59 -12.6%

長　　 　野 242 218 23 10.8% 947 863 84 9.8%

新　 　　潟 479 425 53 12.6% 1,319 1,286 33 2.6%

富　 　　山 140 159 -18 -11.9% 480 445 35 7.9%

石　　 　川 186 269 -82 -30.7% 670 717 -46 -6.4%

福　 　　井 156 192 -35 -18.6% 618 597 21 3.6%

静　 　　岡 357 335 22 6.8% 1,309 1,168 141 12.1%

愛　　 　知 678 714 -35 -5.0% 2,332 2,073 259 12.5%

岐　　 　阜 220 185 35 19.4% 927 915 11 1.3%

三　　 　重 233 253 -20 -7.9% 530 601 -71 -11.8%

そ　の　他 337 199 137 69.1% 887 931 -43 -4.7%

合　　　計 9,353 9,335 18 0.2% 27,866 27,067 798 2.9%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率

請　負　金　額 請　負　金　額

東
　
海

工 事 場 所

区  分

東
　
　
北

関
　
　
東

甲
信
越

北
 

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．6月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 251 2.7% 248 2.7% 2 1.1% 0.0
2,000万円未満 430 4.6% 411 4.4% 19 4.7% 0.2
5,000万円未満 1,215 13.0% 1,192 12.8% 23 2.0% 0.2

小    計 1,896 20.3% 1,851 19.8% 45 2.4% 0.5
１億円未満 1,482 15.8% 1,333 14.3% 148 11.2% 1.5
２億円未満 1,648 17.6% 1,618 17.3% 29 1.8% 0.3
５億円未満 1,844 19.7% 1,627 17.4% 217 13.3% 2.3

小    計 4,975 53.2% 4,579 49.1% 395 8.6% 4.1
１０億円未満 796 8.5% 756 8.1% 40 5.3% 0.4
１０億円以上 1,685 18.0% 2,148 23.0% -463 -21.6% -5.0
小    計 2,481 26.5% 2,904 31.1% -423 -14.6% -4.6
合    計 9,353 100.0% 9,335 100.0% 18 0.2%

２．4月～6月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 545 2.0% 546 2.0% 0 -0.1% 0.0
2,000万円未満 1,002 3.6% 937 3.5% 65 7.0% 0.1
5,000万円未満 2,826 10.1% 2,675 9.9% 151 5.7% 0.2

小    計 4,375 15.7% 4,158 15.4% 216 5.2% 0.3
１億円未満 3,460 12.4% 3,156 11.7% 303 9.6% 0.7
２億円未満 4,177 15.0% 3,961 14.6% 215 5.4% 0.4
５億円未満 4,807 17.3% 4,675 17.3% 132 2.8% 0.0

小    計 12,446 44.7% 11,794 43.6% 652 5.5% 1.1
１０億円未満 3,090 11.1% 2,854 10.5% 235 8.3% 0.6
１０億円以上 7,955 28.5% 8,261 30.5% -306 -3.7% -2.0
小    計 11,045 39.6% 11,115 41.1% -70 -0.6% -1.5
合    計 27,866 100.0% 27,067 100.0% 798 2.9%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．6月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 4,147 44.3% 3,833 41.1% 313 8.2% 3.2

１億円未満 1,319 14.1% 1,263 13.5% 56 4.5% 0.6

３億円未満 577 6.2% 538 5.8% 38 7.2% 0.4

小    計 6,044 64.6% 5,635 60.4% 408 7.3% 4.2

１０億円未満 248 2.7% 311 3.3% -63 -20.4% -0.6

１０億円以上 1,300 13.9% 1,283 13.7% 17 1.4% 0.2

小    計 1,549 16.6% 1,595 17.1% -46 -2.9% -0.5

　共  同  企  業  体 1,760 18.8% 2,104 22.5% -344 -16.4% -3.7

合    計 9,353 100.0% 9,335 100.0% 18 0.2%

２．4月～6月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 9,616 34.5% 9,000 33.3% 615 6.8% 1.2

１億円未満 3,539 12.7% 3,281 12.1% 258 7.9% 0.6

３億円未満 1,587 5.7% 1,464 5.4% 123 8.4% 0.3

小    計 14,744 52.9% 13,746 50.8% 997 7.3% 2.1

１０億円未満 800 2.9% 787 2.9% 12 1.6% 0.0

１０億円以上 4,828 17.3% 4,693 17.3% 135 2.9% 0.0

小    計 5,629 20.2% 5,481 20.2% 148 2.7% 0.0

　共  同  企  業  体 7,492 26.9% 7,840 29.0% -347 -4.4% -2.1

合    計 27,866 100.0% 27,067 100.0% 798 2.9%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　4　年　度令　和　5　年　度

令　和　5　年　度 令　和　4　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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参考４　 当年度発注工事・過年度発注工事別状況

１．6月単月
（金額単位：億円）

区  分

発 注 者 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

国 623 770 -147 -19.1% 1,095 740 354 47.9%

独立行政法人等 222 188 34 18.3% 619 713 -94 -13.2%

都　道　府　県 1,988 1,768 220 12.5% 359 534 -174 -32.7%

市　区　町　村 3,638 3,262 375 11.5% 351 781 -429 -55.0%

地　方　公　社 159 109 49 45.5% 3 4 -1 -23.9%

そ　　の　　他 240 308 -68 -22.2% 52 152 -100 -66.0%

合　　　　　　計 6,871 6,407 463 7.2% 2,482 2,927 -445 -15.2%

２．4月～6月累計
（金額単位：億円）

区  分

発 注 者 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度 令 和 5 年 度 令 和 4 年 度

国 1,370 1,342 27 2.1% 2,872 2,583 288 11.2%

独立行政法人等 479 591 -111 -18.9% 3,578 3,522 56 1.6%

都　道　府　県 3,332 3,095 237 7.7% 4,318 4,406 -88 -2.0%

市　区　町　村 5,964 5,453 511 9.4% 3,774 4,141 -366 -8.8%

地　方　公　社 369 206 162 79.1% 111 83 28 33.8%

そ　　の　　他 563 574 -10 -1.8% 1,129 1,067 62 5.9%

合　　　　　　計 12,079 11,262 816 7.3% 15,786 15,805 -18 -0.1%

※当年度発注工事、過年度発注工事とは（令和5年度の場合）

　　当年度発注工事とは請負契約日が令和5年4月1日以降のものをいい、過年度発注工事とは請負契約日が令和5年3月31日以前のものをいう。

　　過年度発注工事には、ゼロ国債や継続工事の2年目以降のものなどが含まれる。

　　　　　　　　　当年度発注工事

請負契約日が令和5年3月以前

　　　　　過年度発注工事

請負契約日が令和5年4月以降

当　年　度　発　注　工　事

増　減　額 増　減　率

当　年　度　発　注　工　事

増　減　額 増　減　率

過　年　度　発　注　工　事

請　負　金　額 請　負　金　額

過　年　度　発　注　工　事

請　負　金　額
増　減　額 増　減　率

請　負　金　額
増　減　額 増　減　率
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